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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 71,048 72,871

コールローン及び買入手形 30,000 10,000

買入金銭債権 1,350 1,173

商品有価証券 514 6

金銭の信託 19,000 19,000

有価証券 ※1, ※8, ※15  647,108 ※1, ※8, ※15  829,977

貸出金
※2, ※3, ※4, ※5, ※6, ※9

1,657,259

※2, ※3, ※4, ※5, ※6, ※7, ※8, 

※9  1,658,667

外国為替 ※6  1,316 ※6  2,751

その他資産 ※8  65,852 ※8  47,494

有形固定資産 ※10, ※11  23,788 ※10, ※11  22,708

建物 10,599 10,163

土地 8,592 8,592

その他の有形固定資産 4,596 3,952

無形固定資産 3,576 2,631

ソフトウエア 2,955 1,650

その他の無形固定資産 620 980

繰延税金資産 22,716 23,690

支払承諾見返 24,885 25,264

貸倒引当金 △18,397 △26,633

資産の部合計 2,550,017 2,689,604

負債の部   

預金 ※8  2,248,784 ※8  2,305,217

債券貸借取引受入担保金 ※8  107,039 ※8  204,670

借用金 ※8, ※12  21,017 ※8, ※12  20,087

外国為替 80 42

社債 ※13  40,000 ※13  23,000

新株予約権付社債 ※14  5,342 －

その他負債 44,256 24,876

退職給付引当金 420 410

役員退職慰労引当金 284 435

睡眠預金払戻損失引当金 48 51

偶発損失引当金 266 386

負ののれん 2 13

支払承諾 24,885 25,264

負債の部合計 2,492,428 2,604,454

─ 63 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

資本金 76,865 50,710

資本剰余金 22,771 33,651

利益剰余金 △37,094 7,396

自己株式 △196 －

株主資本合計 62,345 91,758

その他有価証券評価差額金 △5,636 △7,412

繰延ヘッジ損益 △0 △0

評価・換算差額等合計 △5,637 △7,412

少数株主持分 880 803

純資産の部合計 57,589 85,149

負債及び純資産の部合計 2,550,017 2,689,604

─ 64 ─









































































































































































 

  

平成21年６月26日

株式会社 池田銀行 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社池田銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社池田銀行及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社はその他有価証券の

うち時価のある株式及び投資信託の評価基準を変更している。 

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は市場価格等

のある株式及び投資信託の配当金等の収益計上基準を変更している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会において資本

金の額の減少を決議している。 

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会及び種類株主

総会において株式会社泉州銀行と共同株式移転の方式により平成21年10月１日に持株会社を設立するこ

とについて決議している。 

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年５月25日開催の取締役会において新株予約

権付社債の繰上償還を決議している。 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  重  松  孝  司  印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  津  田  多  聞  印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  平  井  啓  仁  印 

─ 148 ─



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社池田銀

行の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社池田銀行が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

１．内部統制報告書に記載のとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会及び種類株主総会にお

いて株式会社泉州銀行と共同株式移転の方式により平成21年10月１日に持株会社を設立することについ

て決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 

─ 149 ─



 

  

平成22年６月29日

株式会社  池田泉州銀行 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社池田泉州銀行（旧会社名 株式会社池田銀行）の平成21年４月１日から平成22年

３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社池田泉州銀行（旧会社名 株式会社池田銀行）及び連結子会社の平成22年３月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年１月13日開催の臨時株主総会における合併契

約書の承認決議により、平成22年５月１日を合併期日として株式会社泉州銀行と合併し、商号を「株式会社

池田泉州銀行」とし、資産・負債及び権利・義務の一切を同行より引き継いでいる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    津    田    多    聞    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    伊 加 井    真    弓    印 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月26日

株式会社 池田銀行 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社池田銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第87期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社池田銀行の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．重要な会計方針に記載のとおり、会社はその他有価証券のうち時価のある株式及び投資信託の評価基

準を変更している。 

２．会計方針の変更に記載のとおり、会社は市場価格等のある株式及び投資信託の配当金等の収益計上基

準を変更している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会において資本

金の額の減少を決議している。 

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年６月26日開催の定時株主総会及び種類株主

総会において株式会社泉州銀行と共同株式移転の方式により平成21年10月１日に持株会社を設立するこ

とについて決議している。 

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年５月25日開催の取締役会において新株予約

権付社債の繰上償還を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  重  松  孝  司  印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  津  田  多  聞  印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士  平  井  啓  仁  印 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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平成22年６月29日

株式会社 池田泉州銀行 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社池田泉州銀行（旧会社名 株式会社池田銀行）の平成21年４月１日から平成22年

３月31日までの第88期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社池田泉州銀行（旧会社名 株式会社池田銀行）の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年１月13日開催の臨時株主総会における合併契

約書の承認決議により、平成22年５月１日を合併期日として株式会社泉州銀行と合併し、商号を「株式会社

池田泉州銀行」とし、資産・負債及び権利・義務の一切を同行より引き継いでいる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    津    田    多    聞    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    伊 加 井    真    弓    印 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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(注) 当行は、平成22年５月１日に株式会社泉州銀行と合併し（存続会社は当行）会社名を「株式会社池田泉州銀

行」、英訳名を「The Senshu Ikeda Bank, Ltd.」に変更し、本店所在地を大阪府池田市城南２丁目１番11号か

ら上記に移転しております。 

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第２項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年６月30日 

【会社名】 株式会社池田泉州銀行 (旧会社名 株式会社池田銀行) 

【英訳名】 The Senshu Ikeda Bank, Ltd. 

(旧英訳名 The Bank of Ikeda, Ltd.) 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取兼ＣＥＯ  服 部 盛 隆 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 大阪府大阪市北区茶屋町18番14号 

【縦覧に供する場所】 該当事項ありません。 



当行取締役頭取兼ＣＥＯ服部盛隆は、当行の第88期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の

有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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